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■農林水産省大臣官房統計部

・人工衛星からの取得データを活用した水稲作柄予測による実測調査の合理化

・人工衛星と人工知能（AI）を活用した筆ポリゴンの迅速な更新の実現

・人工衛星画像の解析による農地の区画ごとの作付け状況把握手法の開発

・新技術を活用した統計調査手法の効率化のための実証

■農林水産省農村振興局 農村政策部 地域振興課

・人工衛星画像解析による中山間地域等直接支払制度における現地確認作業の効率化

■地方自治体

・人工衛星画像データを活用した市役所業務の効率化に向けた実証（豊田市）

・衛星データを利用した農地の現地確認効率化システムの開発（山口県）

事例紹介 ～Remote Sensing Transformation～
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人工衛星からの取得データを活用した水稲作柄予測による
実測調査の合理化

3出典：農林水産省 <https://www.maff.go.jp/j/study/suito_sakugara/r2_2/attach/pdf/index-2.pdf>
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人工衛星と人工知能（AI）を活用した筆ポリゴンの迅速な更新の実現

4出典：農林水産省 <https://www.maff.go.jp/j/assess/hanei/sougo/r02/r2-sougou-01c.pdf>
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人工衛星画像の解析による農地の区画ごとの
作付け状況把握手法の開発

5出典：農林水産省 <https://www.maff.go.jp/j/assess/hanei/sougo/r02/r2-sougou-01c.pdf>
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新技術を活用した統計調査手法の効率化のための実証
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出典：農林水産省
「令和３年度新技術を活用した統計調査手法の効率化
のための実証調査委託事業 仕様書」より抜粋

• 衛星リモートセンシングだけではなく、近接のリモートセンシングの活用も検討が広がっている。

• 車に搭載した、LiDARスキャナや全天球カメラを用い、作物の作付状況等を把握するための方
法の検討に今年度着手。
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■中山間地域等直接支払制度（農村振興局）
• 農業の生産条件が不利な地域における農業生産を維持す
るための活動を国及び地方自治体が支援する制度。

• 市町村役場の職員は、交付条件を満たしているかを確認
するために、数千筆もの農地を現地にて確認している。

人工衛星画像解析による中山間地域等直接支払制度における
現地確認作業の効率化
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2019年度 2020年度 2021年度

衛星データを用いた
「中山間地域等直接支払制度」

における現地確認効率化の調査研究

同制度における
現地確認方法の改正

衛星を用いた
現地確認の

マニュアル公開

衛星を用いた
現地確認の

マニュアル作成
出典：農林水産省
<https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/attach/pdf/eisei-18.pdf>
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人工衛星画像データを活用した市役所業務の効率化に向けた実証

8出典：内閣府「令和３年度課題解決に向けた先進的な衛星リモートセンシングデータ利用モデル実証プロジェクト」
<http://www.uchuriyo.space/model/>

■豊田市産業部
• 農林水産省が公開したマニュアルを検証した結果、有償データ
の利用の選択肢も含め広く検証をしたい。

• さらに、他の農政業務や市役所内業務についても幅広い利活
用を検討したい。

⇒内閣府「令和３年度課題解決に向けた先進的な衛星リモート
センシングデータ利用モデル実証プロジェクト」に応募、採択。
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衛星データを利用した農地の現地確認効率化システムの開発
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■市町村の農政担当者が農地の現地確認を必要とする制度

①日本型直接支払制度

- 多面的機能支払い交付金

- 中山間地域等直接支払交付金

②経営所得安定対策

③農地パトロール・荒廃農地調査

■上記の現地確認作業を効率よく実施するための情報提供システムの開発

山口県「令和３年度やまぐち産業イノベーション促進補助金」に地元企業と申請、採択。（２カ年）

Cloud

API

API

API

衛星データ解析手法の確立
（RESTEC）

自動処理化・アプリケーション化
（NJK）

評価・フィードバック
（市役所/農政担当者）
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• 農林水産省の業務において合理化・効率化に向けてリモートセンシングを
活用する事例/活用を検討する事例が増えてきている。

• 以下の事例は、農業DXにおける空間情報基盤、付加価値情報としても期
待される。

✓ 人工衛星と人工知能（AI）を活用した筆ポリゴンの迅速な更新の実現

✓ 人工衛星画像の解析による農地の区画ごとの作付け状況把握手法
の開発

• 地方の自治体でも、衛星データを利用した農地の現地確認効率化の実
証が進んでいる。

• 地方での効率化の動きと、農業DXとの連携による相乗効果が期待される。

事例紹介まとめ
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• 大臣官房統計部の筆ポリゴンを農業DXで活用していく上での課題と、今
後について。

• 地方自治体で進められている衛星データ活用による農地の現地確認効
率化やタブレット活用と、農業DXの連携について。（既に提供されている
民間サービスとの共存/相乗効果について）

• その他、視聴者からの質問

ディスカッション
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